
社会経済指標の推移
人口と都市化 少子高齢化

●この50年間に、人口、産業構造、経済成長など我が国の社会経済の基礎的な条件は大きく変化した。
●社会経済の変化は、生物多様性の損失の間接的な要因などとして生物多様性に大きな影響を及ぼした。

指標 単位／年
1960

(S35）
1970
(S45)

1980
(S55）

1990
（H2)

2000
(H12）

2010
(H22） 調査年

(注6） 出典

総人口 千人 94,302 104,665 117,060 123,611 126,926 128,056 (1)

DID（人口集中地区）人口 40,830 55,997 69,935 78,152 82,810 84,331 (2005) (1)

％（対人口） 43.3 53.5 59.7 63.2 65.2 65.9 (2005) (1)

DID以外の人口 53,472 48,668 47,126 45,459 44,116 43,437 (2005) (1)

％（対人口） 56.7 46.5 40.3 36.8 34.8 33.9 (2005) (1)

65歳以上人口の比率 ％ 5.7 7.1 9.1 12.0 16.7 23.1 (1)

合計特殊出生率 人 2.00 2.13 1.75 1.54 1.38 1.37 (2009) (2)

平均初婚年齢 産業構造 経済成長
　　男 歳 27.2 26.9 27.8 28.4 28.6 30.4 (2009) (2)

　　女 歳 24.4 24.2 25.2 25.9 26.7 28.6 (2009) (2)

平均寿命

　　男 歳 65.3 69.3 73.4 75.9 77.7 79.6 (2009) (3)

　　女 歳 70.2 74.7 78.8 81.9 84.6 86.4 (2009) (3)

産業別就業人口割合（注1）

　第１次産業 ％ 32.7 19.3 10.9 7.1 5.1 4.8 (2005) (1)

　第２次産業 ％ 29.1 34.0 33.6 33.3 29.2 26.1 (2005) (1)

　第３次産業 ％ 38.2 46.6 55.4 59.0 64.5 67.2 (2005) (1)

実質GDP（注2）

　実額 10億円 71,683 188,323 314,138 457,553 503,075 547,662 (4)

　成長率 ％ 13.1 10.3 3.0 5.2 2.7 -4.5 (2009) (4)

最終エネルギー消費
(注3） 1015J 2,732 8,842 11,074 13,893 15,985 14,391 (2009) (5) エネルギー供給 開発・改変

％（対90年） 20 64 80 100 115 104 (2009) (5)

林地転換面積
（都市的土地利用への転換）

百ｈａ - - 60 118 56 18 (2009) (6)

埋立面積 百ｈａ 11 38 26 9 9 4 (7)

耕作放棄地面積(注4） 百ｈａ - - 917 1,507 2,100 2,141 (8)

自給率

　主食用穀物 ％ - 74 69 67 60 58 (2009) (9)

　用材 ％ 87 45 32 26 18 28 (2009) (10)

　エネルギー ％ 58 15 6 5 4 4 （2007） (11)

海外渡航者数 千人 119 266 3,909 10,997 17,819 15,446 (2009) (12)

貨物輸入量（注5） 万トン 8,762 46,783 60,564 69,910 78,800 81,617 (2008) (13)

大学進学率

　総数 ％ 8.2 17.1 26.1 24.6 39.7 50.9 (14) 食料・木材の供給 国際的な物流
　男 ％ 13.7 27.3 39.3 33.4 47.5 56.4 (14)

　女 ％ 2.5 6.5 12.3 15.2 31.5 45.2 (14)

情報技術 単位／年
1995
（H7）

2000
（H12）

2010
(H22）

パソコン普及率 世帯(％) 16.3 50.5 83.4 (15)

携帯電話普及率 世帯(％) 10.6 75.4 93.2 (15)

インターネット普及率 世帯(％) 3.3 34.0 93.8 (15)

用語説明
１．DID：人口密度が１平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町村の境域内で互いに隣接しており、それらの隣接
　　　　 した地域の人口が国勢調査時に5,000人以上を有する地域。 出典
２．合計特殊出生率：一人の女性が平均して一生の間に生む子供の数。 (1)総務省統計局「平成12年国勢調査最終報告書」「平成17年度国勢調査全国・都道府県・市区町村別人口」「平成17年国勢調査最終報告書」
３．最終エネルギー消費：産業、民生、運輸の各部門において実際に消費されているエネルギーを合計したものであり、「一次エネル                「平成22年国勢調査速報」「人口推計-平成23年5月報-」
 　                   ギー国内供給量」から、発電等の際にロスされるエネルギーを差し引いたものとなる。 (2)厚生労働省大臣官房統計情報部「平成15年人口動態統計月報年計（概数）の概況」「平成21年（2009）人口動態統計（確定数）の概況」

(3)厚生労働省「簡易生命表」
注1：2000年以前の値と05年の値とは産業分類が異なるため単純に比較できない。 (4)内閣府国民経済計算部、内閣府経済社会総合研究所「長期遡及主要系列国民経済計算報告」
注2：1960年と70年は68SNA・固定基準年方式（1990年基準）による値、80年以降は93SNA・固定基準年方式（2000年基準）による (5)資源エネルギー庁　エネルギー消費統計
　　　値であり、単純に比較できない。また1980年の成長率は計算方式の切り替え時期にあたるため81年の値を使用。 (6)国土交通省「土地白書」
注3：1980年までの数字は「総合エネルギー統計1999年度版」による。1990年以降の数字は「平成16年度エネルギー需給実績」および (7)国土地理院「全国都道府県市町村別国土面積調」
     「平成21年度（2009年度）エネルギー需給実績（速報）」による。 (8)農林水産省大臣官房統計部　農林業センサス
注4：農家の耕作放棄地面積であり、土地持ち非農家の耕作放棄地面積を含まない。また、1980年と1990年以降では農家の定義が異な (9)農林水産省総合食料局「食料自給率表」「食料需給表」
　　  るため、両者の数値を単純に比較できない。 (10)林野庁「木材需給表」
注5：航空貨物を含まない。 (11)経済産業省「エネルギー白書」
注6：調査年次につき、統計によっては2010年の数値がないため、直近の数値を示し、その調査年次を調査年の項に示した。 (12)法務省出入国管理局

(13)運輸省「運輸白書」、国土交通省「国土交通白書」
(14)文部科学省　学校基本調査
(15)総務省情報通信政策局　通信利用動向調査
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